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はじめに 

 

 本中間とりまとめは、国土交通省 道路局が進める新技術導入促進計画の中の「トンネ

ル発破作業における自動化・遠隔化技術」の成果をとりまとめたものである。本取組みは、

令和４年３月の道路技術懇談会（座長 久田 真 東北大学教授）の審議を踏まえて決定し

た「令和４年度新技術導入促進計画」のテーマに位置付けられ進めてきた。 

 「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」の導入促進については、一般社団法

人日本建設機械施工協会が新技術導入促進機関として選定され、技術公募をはじめとす

る各種検討を進めてきた。その際、トンネル自動化・遠隔化に関係する産学官の有識者か

らなる「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術に関する技術検討委員会」（委員

長 砂金伸治 東京都立大学教授）を設置し、審議及び検討を行ってきた。同委員会の委

員構成は以下の通りである。 

 

 

トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術に関する技術検討委員会 名簿 
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第１章 背景と目的 

 

１.１ 背景 

山岳トンネルの掘削は、一般に発破掘削と機械掘削に大別される。このうち発破掘削では、切

羽鏡面の直近において爆薬の装填や結線等の人力作業が行われることが多い。この結果、切羽鏡

面からの肌落ちにより作業員が被災しやすい状況にある。 

図-1.1 はトンネル工事における肌落ち災害の発生状況を図示したものである。トンネル工事で

は爆薬の装薬や結線等の一連の発破作業以外にも、支保工建込み、吹付けコンクリート等の様々

な作業があるが、そのうち肌落ちによる被災する割合が多い作業が支保工建込みと装薬であるこ

とが示されている。また肌落ち災害の発生場所としては、切羽周辺で発生することがほとんどで

あることが示されている。 

 また、作業員の経験や技量に頼るトンネル施工において、高齢者や熟練者の不足が進行してい

る。図-1.2 は技能者等の推移および建設業就業者の高齢化の進行について図示したものである。

建設業就業者は年々減少し（685 万人（H9）→492 万人（R2））、また、55 歳以上が約 36%、29 歳

以下が約 12%と高齢化が進行し、次世代への技術継承が大きな課題となっている。 

 他方、建設分野全般では、i-Construction のように生産性向上を目指した取り組みが推進され

ている。トンネル分野においても同様に、生産性向上等を目的として切羽鏡面での人力作業を省

略するために自動化・遠隔化の施工技術の開発が進められている。 

図-1.3 は、トンネル施工の自動化・遠隔化技術の一例である。発破作業の自動化・遠隔化につ

いては、発破の作業内容が複雑であることに加え、爆薬が火薬類取締法の制約を受ける等から他

の作業項目に比べて自動化・遠隔化の技術開発が遅れている。 

 

 

図-1.1 トンネル工事における肌落ち災害の発生状況 

（国土交通省 第５回道路技術懇談会資料より引用）  
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図-1.2 技能者等の推移および建設業就業者の高齢化の進行  
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図-1.3 トンネル施工の自動化・遠隔化技術の一例 

（国土交通省 第５回道路技術懇談会資料より引用） 
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１.２ 目的 

 前述の背景のもと、国土交通省ではトンネル発破作業の自動化・遠隔化技術を新技術導入促進

のテーマとして設定し、当該技術の開発や導入促進を進めている。本中間とりまとめは、当該技

術に関する情報を収集してとりまとめたものである。 

 本中間とりまとめにおける技術情報の整理結果は、技術概要票、カタログ、性能評価結果で構

成される。また、各技術情報は公募により収集したものである。本中間とりまとめでは、技術の

概要や詳細をとりまとめるとともに、技術概要票やカタログで整理するとともに、性能確認結果

には各技術を導入することで期待される安全性や生産性の向上効果をとりまとめている。 

 本中間とりまとめによりトンネル発破作業の自動化・遠隔化技術の現状把握が可能となり、こ

れらの技術の利用が促進されるとともに、さらに高性能な発破作業の自動化・遠隔化等の技術開

発を促すことが期待される。 

 

１.３ 用語の定義 

 本中間とりまとめで使用する用語の定義を以下に示す。 

  実用段階技術 

応募された技術のうち、既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術（実用

化されているものの利活用がない、または少ない技術（新技術）も含む） 

  検証段階技術 

応募された技術のうち、実用化はされていないが現場での試行が可能な技術（現場での

使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む） 

 上記以外のトンネルに関する用語については、「道路トンネル技術基準（構造編）・同解説」

（社団法人日本道路協会，平成 15 年 11 月）に従うことを基本とする。ただし、同一の内容を表

す用語で、各技術の名称・解説に用いられるものと道路トンネル技術基準（構造編）・同解説で

用語が異なる場合は、各技術の名称・解説に用いられる用語を優先する（例：穿孔と削孔、装填

と装薬）。 
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第２章 取り扱う範囲 

 

２.１ 対象とするトンネル作業 

 本中間とりまとめではトンネル掘削・支保工の一連の作業のうち、図-2.1の赤枠で囲んだ削孔

前鏡面確認～発破終了確認までの作業を対象とすることを基本とする。また、同図に示す作業以

外でトンネル発破掘削に関係する作業を対象とした技術についても取り扱う。本とりまとめにお

いて取り扱う技術には、直接的に自動化や遠隔化した技術ではなく、それらを補助するような技

術もあるが、発破作業の安全性・生産性の向上が見込める技術もとりまとめの対象としている。 

 

 

図-2.1 トンネル掘削・支保工作業のフローチャート 

（イラスト：岩山仁（日本建設業連合会編『施工がわかるイラスト土木入門』彰国社より引用））  
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２.２ トンネル発破作業の自動化・遠隔化の現状と展望 

 トンネルの発破作業は切羽鏡面直近での作業が多いことから、肌落ちによる被災を軽減する方

法には、切羽鏡面から離れて施工ができることが求められる。一方、生産性を向上させるために

作業人員を軽減することも求められる。図-2.2 は発破自動化・遠隔化技術の導入と安全性・生産

性の向上との関係をイメージしたものである。従来の施工法は切羽周辺での人力作業が中心であ

るが、作業の自動化や遠隔化により安全性が向上するとともに、省人化による生産性の向上等も

期待される。 

 

 

図-2.2 発破作業の自動化・遠隔化のロードマップ 
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２.３ トンネル施工全体の自動化の取組み 

 国土交通省ではトンネル施工の全自動化を目指し、関連業団体と連携しながら各種技術の開発

の方向性や技術を導入するための枠組みについて検討を進めている。この取り組みにおいて、日

本建設業団体連合会（日建連）の山岳トンネル自動化専門部会により、トンネル施工自動化のロ

ードマップイメージが提案された。 

 そのロードマップイメージにおいては、トンネル施工の自動化を、Step0～Step3 まで４段階を

設定し、それぞれのステップでの取り組みを以下のように示している。 

STEP 0：熟練作業員の経験と技量（暗黙知）に依存した施工 

STEP 1：熟練作業員の経験と技量に頼らない施工 

STEP 2：省人化施工 

STEP 3：自動化施工 

 図-2.3 にトンネル施工自動化のロードマップと発破自動化・遠隔化技術の関係を示す。図中左

列の Step 0～Step 3 はトンネル施工全体を対象としたロードマップを示し、右列に各ステップ

に対応するトンネル発破の自動化・遠隔化技術を示している。トンネル施工全体を対象としたロ

ードマップは自動化施工を主眼においているのに対し、発破自動化・遠隔化技術は安全性もしく

は生産性の向上に主眼をおいているため、各ステップで目指す方向性と発破自動化・遠隔化技術

の内容が必ずしも一致しないが、各技術の成熟度や国内での利用状況を踏まえるとおおむね同図

のような関係が整理できると考えられる。 
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図-2.3 トンネル施工自動化のロードマップと発破自動化・遠隔化技術の関係 

（日建連 山岳トンネル自動化専門部会作成資料より一部引用）  
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第３章 技術情報のとりまとめ結果 

 

３.１ 対象技術 

 本中間とりまとめに掲載する技術情報は公募により収集した。公募概要は以下の通りである。 

公募技術：トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術 

公募期間：令和 6 年 11 月 15 日(金)～令和 6 年 12 月 13 日(金) 

応募書類：様式-1 技術概要書 

 様式-2 実績内訳書 

 様式-3 性能確認表 

 様式-4 適用性確認表 

 公募の結果、全 20 技術の応募があった。表-3.1 に応募された技術をカテゴリごとに分類して

示す。 

 

表-3.1 中間とりまとめ掲載技術 

カテゴリ 

No. 技術名 開発者 支援対象とする 

主な発破作業 
作業内容等 

A 削孔位置 

マーキング 

1 発破計画 

A1-1 最適発破設計システム 鹿島建設 

A1-2 AIによるトンネル地山評価システム 鴻池組 

A1-3 発破パターン自動適正化システム 佐藤工業 

A1-4 
発破パターン設計・シーケンス設計を自動かつ同

時に実現する余掘り低減技術「ブラストマスタⅡ」 
清水建設 

2 削孔位置誘導 A2-1 ドリルNAVI 鴻池組 

B 削孔 1 遠隔操作 

B1-1 ジャンボ遠隔化システム 安藤・間 

B1-2 
ド リ ル ジ ャ ン ボ 遠 隔 操 作 シ ス テ ム 「 Tunnel 

RemOS-Jumbo」 
西松建設 

C 装薬 

1 坑内遠

隔装薬 

a 

紙巻爆薬 

C1a-1 爆薬の遠隔装填システム 熊谷組 

C1a-2 SSS装填機を使用した遠隔装填システム カヤク・ジャパン 

C1a-3 爆薬遠隔装填システム「セーフチャージャー®」 ジャペックス 

b 

粒状爆薬 

C1b-1 ランデックス装填機を使用した遠隔装填システム カヤク・ジャパン 

C1b-2 ANFO装填機を使用した遠隔装填システム カヤク・ジャパン 

C1b-3 爆薬遠隔装填システム「ＡＮＦＯ装填機」 ジャペックス 

c バルクエ 

マルション 

C1c-1 バルクエマルション爆薬 戸田建設 

C1c-2 バルクエマルション爆薬装填 鹿島建設 

2 坑外遠隔装薬 C2-1 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム 
大林組 

慶應義塾大学 

D 結線 1 脚線無線化 D1-1 無線電子雷管「ウインデット🄬Ⅱシステム」 日油 

E 発破終了確認 1 画像・スキャン 
E1-1 発破後無人安全点検システム 清水建設 

E1-2 切羽掘削形状モニタリングシステム 西松建設 

F 装薬・結線 1 統合型遠隔操作 F1-1 Orica and Epiroc Avatel™ Orica  
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３.２ 技術情報 

 技術概要票、カタログ、性能確認結果で構成され、各技術情報は公募により収集したものであ

る。本中間とりまとめでは、技術の概要や詳細を技術概要票やカタログで整理するとともに、性

能確認結果には各技術を導入することで期待される安全性や生産性の向上効果をとりまとめてい

る。 

 次頁以降にそれぞれのとりまとめ結果を示す。 
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 技 術 概 要 票  

 

  各技術の概要を個票に整理したもの。 
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A1-1 最適発破設計システム P1

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票
支援対象とする
主な発破作業

A 削孔位置マーキング

A1-1 最適発破設計システム
鹿島建設

コンピュータジャンボの適用を基本とし、岩盤穿孔で得られるデータと理論解を基に孔配置を自動で設計するシステム。また
岩盤データと発破後切羽形状データの一元化により岩盤硬さと余掘量のトレンド分析から余掘量低減及びその管理を行うシス
テム。

実用段階技術
① 穿孔データから理論解を基に最適な孔配置（孔数）を自動設計する。
② 穿孔データおよび発破後切羽形状のスキャンデータから岩盤硬さと余掘量の変遷を一元化する。

安
全
性

・削孔において、従来技術より遠隔による作業が可能となる。

生
産
性

・最適発破設計システムによる穿孔パターンをコンピュータジャンボにてフルオート穿孔することにより、複数の穿孔ブーム
を1名でオペレーションすることで省人化に寄与する。
・岩盤硬さの変化に応じて適切に孔配置（孔数）を見直すことにより穿孔のサイクルタイムを適正化し、生産性を向上する。

・発破後切羽形状を把握し余掘量を適切に管理することで、後続の施工ステップの生産性を向上する。（吹付量低減等）

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等 1 発破計画
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

A1-2 AIによるトンネル地山評価システム P2

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

A 削孔位置マーキング

A1-2 AIによるトンネル地山評価システム
鴻池組

切羽前方探査時の機械データを用いて穿孔エネルギーに基づきAI分析により支保パターンを予測する。事前に支保パターン毎
に発破パターンを検討することで支保パターンに応じた発破が実施できる。
本システムでは、システム内に穿孔時のデータを蓄積することができ、予測値と実測値を統計的に処理することができる。

検証段階技術
① 切羽前方地山の評価（支保パターン）をAIにより実施する。
② ①の結果から適切な発破パターンを検討する。
③ システム内に穿孔時のデータを蓄積する。

・削孔位置マーキングにおいて、従来技術より遠隔による作業が可能となる。

・弊社保有技術のドリルNAVIとの併用により、削孔位置は自動で決定されるため削孔位置マーキングの省人化が図れる。

・経験の少ない若手技術者（切羽担当者）の施工管理の補助ツールとして使用することで生産性の向上が図れる。

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 発破計画

  
前方地山の穿孔エネルギーの算出 

支保パターンの決定 

相関関係のデータ蓄積 切羽評価点の算出 

従 来 
Ｋ－ｔｅｓの概念 

既施工区間の蓄積データの 
フィードバック 

※ トンネル地山評価システム：K-tes（Konoike tunnel estimation system） 

計
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結
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・適用例
※
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3

以下→補助工法が必要 

（基準については随時見直しを実施） 

右左

天

穿孔位置 

穿孔エネルギーと切羽評価点(加重平均)の関係
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左側

支保パターンの見直し 

前方地山の地質、支保パターン補助工法対策の必要性を予
測 

【AI 分析による地山評
価】 

前方地山発破設計（施工の生産性向上、省人化）の実施 

（穿孔位置） 
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

A1-3 発破パターン自動適正化システム P3

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

A 削孔位置マーキング

A1-3 発破パターン自動適正化システム
佐藤工業

山岳トンネルにおいて発破掘削を行うためには地山状況に合った発破パターンが必要となる。本システムは全自動ドリルジャ
ンボでの穿孔に伴い記録された穿孔エネルギーに基づき、地山状況に適した発破パターンを自動的に作成するものである。こ
のシステムで作成した発破パターンを全自動ドリルジャンボに送って穿孔することにより、自動的に地山状況に合った発破を
行うことが出来る。

実用段階技術
① 穿孔エネルギーの値から地山の硬軟を判断する。
② 地山に応じた最適な発破パターンを自動作成する。

・穿孔位置マーキングの作業が不要となる。

・穿孔作業における作業員の人数の削減、および火薬量、ずり出し量の削減。

・地山状況に適した発破パターンを適用することで過装薬、弱装薬を防げる。

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 発破計画
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

A1-4 ブラストマスタⅡ P4

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

A 削孔位置マーキング

A1-4 発破パターン設計・シーケンス設計を自動かつ同時に実現する余掘り低減技術「ブラストマスタⅡ」
清水建設

本技術はコンピュータジャンボ（フルオート/セミオート）で測定された穿孔エネルギーを基に、地山の性状に合わせた発破
パターンを自動で設計するとともに、シーケンス（穿孔順序）を自動で設計する。あわせて、3Dスキャナで測定した余掘り
量を基に、余掘りを低減できる最適な最外周孔差し角を自動算出する。これらの情報を統合しコンピュータジャンボに転送
（自動）することで、熟練技能者の技量に頼ることなく、余掘りを低減することが可能となる。

実用段階技術
① 穿孔エネルギーを基に地山の性状に合わせた最適な発破パターン・選好順序をを自動で設計する。

・削孔位置マーキングの作業が不要となる。
・最外周孔の差し角を制御し余掘量を低減することで、トンネル空洞の安定性に寄与し、安全性が向上する。

・発破パターンを自動作成することで、孔数の制御（延いては装薬量の制御）が可能となり生産性が向上する。
・シーケンスの自動設計を行うことで、ジャンボブーム操作を最短距離で行うことができる。結果として，削孔作業時間の短
縮に貢献できるため、生産性が向上する。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 発破計画
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

A2-1 ドリルNAVI P5

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

A 削孔位置マーキング

A2-1 ドリルNAVI
鴻池組

ジャンボのブームに位置検知用センサーを搭載し、３本のブーム全てに穿孔探査機能を搭載することで、切羽全断面の穿孔誘
導と、日々の穿孔時における地山性状の把握が可能となる。これらにより、⾧孔発破などの穿孔を高精度で行い、余掘りを最
小限に抑えることができる。

実用段階技術
① 発破パターンから穿孔位置、角度を誘導し、正確に発破孔を穿孔する。

・穿孔誘導機能により、発破孔のマーキングを省略でき、切羽に立ち入る時間を減少できる。
・マーキング作業のために切羽に立ち入ることが必要なくなるため、肌落ち等に対する作業時の安全性が向上する。

・削孔前鏡面確認及び削孔位置マーキングにおいて、作業人員が不要となる。
・余掘り、あたりを防止して、生産性を向上することができる。

－

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

2 削孔位置誘導
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

B1-1 ジャンボ遠隔化システム P6

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

B 削孔

B1-1 ジャンボ遠隔化システム
安藤・間

トンネル坑内に設置した中央制御室と、切羽正面に配置したドリルジャンボを通信ケーブルで接続し、遠隔で穿孔作業を行
う。ドリルジャンボの施工データは中央制御室に集約され、オペレータはドリルジャンボに設置したカメラ画像とドリルジャ
ンボのマシンガイダンス情報に基づいてドリルジャンボを操作する。中央制御室は空調設備等を備えており、劣悪な坑内環境
から解放された場所で作業を行うことができる。

実用段階技術
① 施工データを中央制御室で一元管理し、それを見ながらドリルジャンボを遠隔で操作する。

・通常よりも離れた位置での削孔作業が可能となり、安全性が向上する。

・削孔位置マーキングの作業が不要となる。
・削孔において、従来技術より作業人員の削減が可能となる。

・装薬孔の穿孔位置や掘削出来形、地山情報といった、通常のドリルジャンボの操作席では把握できない情報を中央制御室内
で確認しながら作業できる。このため、従来は熟練工の経験や勘に依存していた機械操作における判断材料を、経験の浅い坑
夫でも視覚的に確認できるようになり、熟練工と同程度の作業時間で穿孔することができる。

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 遠隔操作
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

B1-2 Tunnel RemOS-Jumbo P7

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

B 削孔

B1-2 ドリルジャンボ遠隔操作システム「Tunnel RemOS-Jumbo」
西松建設

本技術は、爆薬装薬のための削孔やロックボルト工等の多くの作業で用いられるドリルジャンボの遠隔操作システムである。
切羽から離れた遠隔操作室にて地山性状のリアルタイム評価（リアルタイム3D地山評価システム）や切羽の高精細映像の取
得（4K高精細映像無線伝送システム）といった要素技術を活用しながら無線遠隔操作を行う。

実用段階技術
① ドリルジャンボの走行、ブームの操作や削孔、マンケージの操作等を、切羽から離れた遠隔操作室から無線遠隔操作す
る。

・ドリルジャンボを切羽から離れた場所で操縦することができるため、切羽への立入りが無くなり肌落ち災害を防ぐことがで
きる。

・３機あるブームを遠隔操作室から１名で削孔作業を行うことができる。（従来は、３機のブームを２～３名で操作。）
・予め、設定した削孔位置を自動で削孔することもできる。

・削孔時の油圧や速度等のデータを基に削孔したその場で周辺地山の性状を定量的かつ自動的に3次元評価できるため、切羽
の安定性をリアルタイムに把握することができる。

・現時点では重機を遠隔で操縦する場合の法整備が必要と考える。例えば、重機の周囲何ｍを立入禁止とするかや、立入禁止
措置の具体的手法、資格要件等が考えられる。
・将来的に通信インフラがより発展すれば、超遠隔地からの操縦も可能となり、能力の高い操縦者が複数現場を担当して施工
サイクルを短縮できることが見込まれる。そのためには、複数現場の兼務を認めるために法改正が必要である。

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 遠隔操作
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1a-1 爆薬の遠隔装填システム P8

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
a 紙巻爆薬

C1a-1 爆薬の遠隔装填システム
熊谷組

山岳トンネル工事の発破掘削方式における爆薬（紙巻の含水爆薬）の装填作業を、切羽から離れた場所から自動化された機械
装填システムにて行う。

実用段階技術

・作業員が装薬作業を切羽に密着せずに行えるように、切羽より1～2m程度離れた位置から、親ダイを取り付けた装填用パ
イプを発破孔に挿入し、手元のリモコンによる操作により、後方の装填装置から爆薬（増ダイ）と込め物をエアーで搬送し
て、爆薬を遠隔で機械装填する。

・切羽から離れて爆薬の装填作業が可能となったことによる安全性の向上。

・爆薬の機械装填により、従来の人力装填より装薬作業の効率が向上。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1a-2 SSS装填機 P9

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
a 紙巻爆薬

C1a-2 SSS装填機を使用した遠隔装填システム
カヤク・ジャパン

切羽より1～2m程度離れての親ダイ、増しダイを遠隔で装薬が可能となる装填機。

実用段階技術
・親ダイと増ダイを切羽から1～2m程度離れて装薬。

・親ダイと増ダイを切羽から1～2m程度離れて装薬ができる。落石から安全性を目的とした装填システム。

・結線において、従来技術と比べ、作業人員及び作業時間は同程度である。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1a-3 セーフチャージャー P10

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
a 紙巻爆薬

C1a-3 爆薬遠隔装填システム「セーフチャージャー®」
ジャペックス

「セーフチャージャー®」は、爆薬の装填作業時の安全性確保を目的とし、従来から山岳トンネル工事の発破掘削に使用され
る紙包装品（カートリッジ）の含水爆薬を、切羽より1～2m程度離れた位置から遠隔装填することを可能としたシステム。
本システムは鹿島建設株式会社と日油株式会社が共同開発したもので、株式会社ジャペックスが実施。
※セーフチャージャーは鹿島建設株式会社および日油株式会社の登録商標である。

実用段階技術
・装填パイプと装填ホースの組合せにより切羽から1～2m程度離れて遠隔装填作業。

・装填パイプと装填ホースの組合せにより切羽から1～2m程度離れて遠隔装填作業が可能。

・装薬において、従来技術と比べ、作業人員及び作業時間は同程度である。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1b-1 ランデックス装填機 P11

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
b 粒状爆薬

C1b-1 ランデックス装填機を使用した遠隔装填システム
カヤク・ジャパン

切羽より1～2m程度離れての遠隔操作により、周囲の状況を確認しながら装薬が可能。
導火管付き雷管を使用することにより、切羽の密着時間の短縮。
密装填により爆薬の威力を高め、孔数が削減による切羽の密着時間の短縮。

実用段階技術
・主に増ダイを遠隔で装薬する。

・切羽から1～2m程度離れて装薬でき、結線が容易な導火管付き雷管を使用することで切羽の密着時間の短縮。

・装薬及び結線において、従来技術より作業時間の削減が可能となる。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1b-2 ANFO装填機 P12

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
b 粒状爆薬

C1b-2 ANFO装填機を使用した遠隔装填システム
カヤク・ジャパン

切羽より1～2m程度離れての遠隔操作により、周囲の状況を確認しながら装薬が可能。
導火管付き雷管を使用することにより、切羽の密着時間の短縮。
密装填により爆薬の威力を高め、孔数が削減による切羽の密着時間の短縮。

実用段階技術
・主に増ダイを遠隔で装薬する。

・切羽から1～2m程度離れて装薬でき、結線が容易な導火管付き雷管を使用することで切羽の密着時間の短縮。

・装薬及び結線において、従来技術より作業時間の削減が可能となる。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1b-3 ＡＮＦＯ装填機 P13

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
b 粒状爆薬

C1b-3 爆薬遠隔装填システム「ＡＮＦＯ装填機」
ジャペックス

「ＡＮＦＯ装填機」は、硝酸アンモニウム爆薬（ＡＮＦＯ爆薬）を、山岳トンネル工事の発破掘削の切羽より1～2m程度離
れた位置から遠隔装填することを可能としたシステム。

実用段階技術
・装填ホースを使用して切羽から1～2m程度離れて遠隔装填する。

・装填ホースを使用して切羽から1～2m程度離れて遠隔装填することによる安全性の向上。

・装薬において、従来技術より作業人員の削減が可能となる。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

3－16



支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1c-1 バルクエマルション爆薬 P14

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
c バルクエマルション

C1c-1 バルクエマルション爆薬
戸田建設

バルクエマルション爆薬は移動式の製造・装填機械にて、非爆薬の基材と発泡剤を現場で混合して製造できるマヨネーズ状の
爆薬である。当該爆薬はホースと⾧いノズルを用いて切羽から従来よりも離れた位置で、爆薬量を10g単位で調整して密に短
時間で装填できる。ノズル内で混合するまでは非爆薬であり、誤爆の危険性がなく、自動化機械での取り扱いに向いている。

実用段階技術
・本技術は専用の製造・装填機械で基材と発泡剤をホースで送り、ホース先端に取付けたノズル内部で撹拌して爆薬を製造
し、ホース先端から吐出して装填する。

・ホースと⾧いノズルを使用することにより、切羽から離れた場所から安全に装填することが可能になる。

・爆薬の装填時間を短縮できる。

・ノズル内部で攪拌混合するまでは非爆薬であり、誤爆の危険性がない。

・火薬類取締法について、火薬類製造保安責任者資格が難関資格であるため、当該爆薬だけに特化した取得し易い資格の設定
等が望まれる。
・当該爆薬のトンネル現場での製造に特化した簡易な製造許可も望まれる。

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C1c-2 バルクエマルション爆薬装填 P15

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

1 坑内遠隔装填
c バルクエマルション

C1c-2 バルクエマルション爆薬装填
鹿島建設

バルクエマルションは従来の爆薬とは異なり、装填機および装填ホース内では”危険物”であり、ホース先端のミキサを通して
混ざることにより装薬孔内で初めて爆薬化する爆薬である。

実用段階技術
・装填機およびホース内では複数の”危険物”の状態で、ホース先端で混合されることで初めて爆薬化する。

・ホースと先端パイプによる孔装填（専用リールを使うことでホース押出/引抜は機械コントロール）となることで、通常の
人による装薬作業よりも作業員が切羽から離れた位置での装薬作業が可能となり、安全性が向上する。

・装薬において、従来技術より作業人員の削減が可能となる。

・装填機、装填ホース・パイプ内は、非火薬状態であり、孔内で初めて火薬化することから、誤爆の可能性が従来作業に比べ
低減し、安全性が向上する。
・マヨネーズ状のため装薬の際、孔に満管 または 孔面積の〇％（ストリングローディング）といった薬量調整が可能。そ
れにより外周孔などでデカップリングによる起砕効果の調整を可能とする。

・バルクエマルション爆薬の使用→火薬取締法の当該条項について現場適用の実状にあった改正が望まれる。

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

C2-1 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム P16

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

C 装薬

C2-1 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム
大林組  慶應義塾

本技術は、リアルハプティク技術により接触情報が双方向に伝わる装填ロボットを重機等に搭載し、切羽から離れた場所から
リモコンロボットを操作し火薬の装填を行うものである。その遠隔操作時のデータを活用することで装填作業の自動化ができ
る。また、カメラによる孔検知とロボットの自動誘導による装填作業の自律化もできる。

検証段階技術
①切羽側に装填ロボットと切羽から離れてリモコンロボットを配置する。両者は有線で接続し、リアルハプティクス技術によ
り双方向に瞬時に力触覚の伝送が可能である。
②その力触覚の伝送より、リモコンロボットの操作であたかも切羽で装填しているかのように作業ができる。

・切羽に立ち入らず火薬を装填する遠隔化機能により安全性を向上できる。

・記録した作業の再現による自動化機能により生産性を向上できる。
・カメラ等による孔検知技術との連動により、自律化機能により生産性を向上できる。

・孔荒れ時も力触覚機能により、過度な負荷をかけずに、親ダイを孔尻まで装填できるため、暴発を防ぐことができる。
・過度な負荷がかかった時の安全装置により、装薬の安全性を確保できる。
・火薬装填の力加減を常に伝送する力触覚機能により安全性を向上できる。

・改正が望まれる法令:火取表施行規則 51条1項「火薬類を収納する容器は、、、、、、内面に鉄類を表さないこと。」

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

2 坑外遠隔装填
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

D1-1 ウインデットⅡシステム P17

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

D 結線

D1-1 無線電子雷管「ウインデット🄬Ⅱシステム」
日油

起爆に必要なエネルギーの供給と点火指令を無線方式で行うことで、結線作業が不要になり、切羽に接近した作業を排除でき
る。同時に、装薬作業における雷管脚線の取扱いが不要になり、脚線の損傷による不発を防止する。
※ウインデットは日油株式会社の登録商標

検証段階技術
・無線化した電子雷管により、切羽での結線作業を排除する。

・無線通信によって従来の有線式雷管の配線を無くし、落石の危険のある切羽周囲での結線作業を不要にすることで、発破作
業の安全性を向上させる。

・従来技術で必要となる結線作業を不要化することで、同作業に要する時間を省略することができると共に、爆薬装填機の完
全機械化が可能となるため、省人化（自動化）が促進される。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 脚線無線化
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

A1-1 最適発破設計システム P18

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

E 発破終了確認

E1-1 発破後無人安全点検システム
清水建設

本技術は、ドローンに高精細カメラ2 台とLiDAR、AIを搭載している。高精細カメラにより、発破後の切羽の状況や残留火
薬・吹付けコンクリートに生じるクラックの有無をリアルタイムに判定し、LiDAR により切羽近傍の点群データを測定し掘
削面の抜け落ちを判定する。これらにより、発破後に人が切羽に立入ることなく、掘削面や不発残留火薬の点検・確認を実施
できる。

実用段階技術
・発破後の掘削面や不発残留火薬，抜け落ち量等の点検・確認ができる。
・点検・確認作業を機械化できる。
・高精度に吹付け面のクラックや抜け落ち量を算出できる。

・切羽に人が立ち入ることなく，発破後の点検・確認作業が行えるため，安全性が向上する。

・点検・確認作業を従来の人から機械化することで，省人化につながり，生産性が向上する。

―

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 画像・スキャン
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

E1-2 切羽掘削形状モニタリングシステム P19

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

E 発破終了確認

E1-2 切羽掘削形状モニタリングシステム
西松建設

発破完了後の切羽において掘削作業を行う重機に搭載した高速3Dスキャナで切羽の掘削形状を計測し、余掘り、アタリを重
機キャビン内のモニタにヒートマップ表示させることで、切羽に作業員が立入ることなく掘削の過不足（余掘り、あたり）の
把握が可能である。また、本システムで取得した余掘り、あたり量を基に削孔位置、孔数、装薬量等の見直しを常時行うこと
で発破パターンに応じた削孔作業が可能となる。

実用段階技術
・スキャナ計測（±30～50mm精度）であたり必要箇所を定量可視化する。

・従来、発破完了後の切羽掘削の過不足（余掘り、あたり）の確認は作業員が切羽直下に立入り目視にて行い、レーザーポイ
ンター等で重機オペレータに指示を出していたため、切羽の肌落ち、崩落による被災、重機との接触等の労働災害が発生しや
すい作業であった。しかし、本技術により重機の運転席モニターで掘削の過不足が可視化されるため、切羽直下に立入って目
視確認する必要が無くなるため、安全性が向上する。

・余掘り・あたり確認において、作業人員が不要となる。

・油圧ショベルのキャビン上に搭載した高速3Dスキャナで切羽掘削形状を3次元データで取得し、設計断面と比較することで
あたり箇所を定量的に可視化することができるため、発破パターンの見直しが可能となり、削孔位置、孔数、装薬量など常時
修正することで発破作業の生産性が向上する。

なし

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 画像・スキャン
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支援対象とする
主な発破作業

安
全
性

生
産
性

技術区分※

各開発者が今後確認等
を要すると想定する法

令・基準類と内容

その他の
効果

外観

技術概要

技術名
開発者

作業内容

作
業
の
安
全
性
・

生
産
性
の
効
果

カ
テ
ゴ
リ

作業内容等

F1-1 Orica and Epiroc Avatel P20

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」技術概要票

F 装薬・結線

F1-1 Orica and Epiroc Avatel™
Orica

地下鉱山の横坑および建設トンネル用途向けに設計された、無線、半自動爆薬充填機。オペレーターが密閉キャビン内から爆
薬の準備、雷管の装填、爆薬の充填を行います。本機はエピロックのM2ブーマー構成に基づいており、既存の機械と共通の
ハードウェアを使用している。Avatelには無線雷管WebGen™や、オリカのバルク硝酸アンモニウム乳剤、バルク乳剤供給シ
ステムを使用した爆薬エネルギーの自動制御など搭載されている。

検証段階技術
・手作業での装薬作業が不要になり、トンネル切羽から5m以上離れた安全なキャビン操作室から、1人のオペレーター操作
者が装薬作業の全工程を実行できる。

・トンネル切羽から5m以上離れた安全なキャビン内から遠隔操作する事で、トンネル切羽での作業者の危険作業を防ぎ、安
全性を向上させる。
・無線雷管＋バルクエマルション爆薬に対応しており、結線作業が不要。

・雷管の接続・圧送、装薬孔の清掃・装填を自動制御して、同一品質の装薬を繰り返し再現します。
・コンピュータジャンボの削孔座標との互換性により、自動装薬機Avatelのブーム操作のナビゲーションにかかる負担・時間
を短縮できる。
・装薬作業にはオペレーター1人しか必要とせず、作業員・作業時間を削減します。

・孔フラッシング、バルクエマルション爆薬の注入はオート自動で実行される為、操作者の負担を軽減できる（操作ミスも軽
減）。
・Avatel搭載の装置で接続・エンコードされた無線雷管WebGenが、数百メートル離れた場所からの遠隔起爆を可能にしま
す。
・バルク硝酸アンモニウム乳剤(ANE)は、装填量(爆薬エネルギー)を孔毎に制御できる「ストリング装填」が可能である。

・自動装薬機Avatelは、火薬の移動式製造設備に該当する。
・現行法では、無線雷管「WebGen」とブースター「Pentex」の接続、バルクエマルション主剤との混合が火薬製造に該当
する。
・火薬類取締法「第7条 許可の基準」「第9条 製造施設及び製造方法」「第15条 完成検査」に適合する構造・設備かの認可
が必要。
・火薬類取締法「第30条 保安責任者及び副保安責任者」に適合する「火薬類製造保安責任者」の有資格者にしか自動装薬機
Avatelの操作コンソール「LoadPlus」を操作できない。

※ 技術区分:実用段階技術・・・既に実用化されており現場での活用促進が望まれる技術
               （実用化されているものの利活用がないまたは少ない技術（新技術）も含む）
       検証段階技術・・・実用化はされていないが現場での試行が可能な技術
               （現場での使用にあたり法令の改正等が必要な技術も含む）

1 統合型遠隔操作

エンコーダ

メタルブラシ

WebGenマガジン
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 カ タ ロ グ  

 

  各技術の詳細をカタログ形式に整理したもの。 
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A1-1 最適発破設計システム（ 1 / 2） 

 

 

 

3－25



A1-1 最適発破設計システム（ 2 / 2） 
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A1-2 AI によるトンネル地山評価システム（ 1 / 1） 
 

 

 

  
前方地山の穿孔エネルギーの算出 

支保パターンの決定 

相関関係のデータ蓄積 切羽評価点の算出 

従 来 
Ｋ－ｔｅｓの概念 

既施工区間の蓄積データの 
フィードバック 

※ トンネル地山評価システム：K-tes（Konoike tunnel estimation system） 

計
測
結
果 

穿孔延長 

(実績 10～30m) 

穿
孔
エ
ネ
ル
ギ
ー

穿
孔
エ
ネ
ル
ギ
ー

穿
孔
エ
ネ
ル
ギ
ー
(J
/
cm
)

穿
孔
エ
ネ
ル
ギ
ー
(J
/
cm
)

33

 500 500

 400 400

 300 300

 200 200

 100 100

 0 0
探査深度（ｍ）探査深度（ｍ）

00 55 1010

切
羽 

・適用例
※

 

200Ｊ/cm
3

以下→補助工法が必要 

（基準については随時見直しを実施） 

右左

天

穿孔位置 

穿孔エネルギーと切羽評価点(加重平均)の関係

0

2

4

6

8

10

0 200 400 600 800 1000

穿孔エネルギー(J/cm3)

切
羽
評
価
点
(加
重
平
均
)

右側

天端

左側

支保パターンの見直し 

前方地山の地質、支保パターン補助工法対策の必要性を予
測 

【AI 分析による地山評
価】 

前方地山発破設計（施工の生産性向上、省人化）の実施 

（穿孔位置） 
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A1-3 発破パターン自動適正化システム（ 1 / 1） 
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A1-4 ブラストマスタⅡ（ 1 / 2） 
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A1-4 ブラストマスタⅡ（ 2 / 2） 
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A2-1 ドリル NAVI（ 1 / 1） 
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B1-1 ジャンボ遠隔化システム（ 1 / 1） 
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B1-2 Tunnel RemOS-Jumbo（ 1 / 1） 
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C1a-1 爆薬の遠隔装填システム（ 1 / 2） 
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C1a-1 爆薬の遠隔装填システム（ 2 / 2） 
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C1a-2 SSS 装填機（ 1 / 2） 
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C1a-2 SSS 装填機（ 2 / 2） 
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C1a-3 セーフチャージャー（ 1 / 2） 
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C1a-3 セーフチャージャー（ 2 / 2） 
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C1b-1 ランデックス装填機（ 1 / 2） 
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C1b-1 ランデックス装填機（ 2 / 2） 
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C1b-2 ANFO 装填機（ 1 / 2） 
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C1b-2 ANFO 装填機（ 2 / 2） 
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C1b-3 ＡＮＦＯ装填機（ 1 / 2） 
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C1b-3 ＡＮＦＯ装填機（ 2 / 2） 

 

ANFO  
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C1c-1 バルクエマルション爆薬（ 1 / 2） 
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C1c-1 バルクエマルション爆薬（ 2 / 2） 
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C1c-2 バルクエマルション爆薬装填（ 1 / 2） 
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C1c-2 バルクエマルション爆薬装填（ 2 / 2） 

 

 

 

3－49



C2-1 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム（ 1 / 2） 
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C2-1 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム（ 2 / 2） 
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D1-1 ウインデットⅡシステム（ 1 / 1） 

 

🄬

 

🄬
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E1-1 発破後無人安全点検システム（ 1 / 2） 
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E1-1 発破後無人安全点検システム（ 2 / 2） 
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E1-2 切羽掘削形状モニタリングシステム（ 1 / 2） 
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E1-2 切羽掘削形状モニタリングシステム（ 2 / 2） 

 

 

3－56



F1-1 Orica and Epiroc Avatel（ 1 / 2） 
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F1-1 Orica and Epiroc Avatel（ 2 / 2） 
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 性 能 確 認 結 果  

 

  技術のカテゴリの性能を作業項目ごとに「自動化・省人化（作業人員）」、「遠隔化（切羽鏡面からの離隔

距離）」、「時間短縮（作業時間）」の観点から整理したもの。 

  各技術の性能（作業人員、切羽鏡面からの離隔距離、作業時間）は、各技術の応募者からの申請結果に基づ

く（個別の性能検証は実施しておらず、確認結果を保証するものではない）。 

  性能確認結果を技術のカテゴリごとに整理することで、各技術の現況の把握が可能となる。 

  発破作業の各項目の従来手法による性能は、施工会社へのアンケート調査に基づき設定した。 

  各技術の性能を確認した際のトンネル条件は以下の通り。 

  断面規模：二車線道路トンネル程度（掘削断面積：80m2程度） 

  地山等級：ＣⅠ程度 

  岩石グループ：塊状の硬質岩（一軸圧縮強度：80N/mm2以上） 

  掘削工法：全断面掘削工法 

  レーダーチャートは、各作業項目の従来手法の性能を黒線で示し、それに対して各技術を利用した場合に期

待される性能を赤線で示している。 

 

 

  

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

同等

低下
従来技術

応募技術（例:自動化・省人化同等、遠隔化向上、時間短縮低下）
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P1

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

A1-1

A1-2

A1-3

A1-4

※表中の「A1」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

鴻池組 AIによるトンネル地山評価システム

佐藤工業 発破パターン自動適正化システム

清水建設
発破パターン設計・シーケンス設計を自動かつ同時に実現する余掘り低減技術「ブラ
ストマスタⅡ」

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

鹿島建設 最適発破設計システム

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　A1 【削孔位置マーキング】・【発破計画】

A
削孔位置

マーキング

１
発破計画

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

作業内容等
生産性
（作業人員）

10分超え20分以下

20分超え

10分以下

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

従来

A1
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P2

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

A2-1

※表中の「A2」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

鴻池組 ドリルNAVI

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　A2 【削孔位置マーキング】・【削孔位置誘導】

A
削孔位置

マーキング

2
削孔位置誘導

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

作業内容等
生産性
（作業人員）

遠隔化

時間短縮

向上

低下

同等

従来

A2
10分超え20分以下

20分超え

10分以下

自動化・省人化
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P3

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

B1-1

B1-2

※表中の「B1」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

西松建設 ドリルジャンボ遠隔操作システム「Tunnel RemOS-Jumbo」

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

安藤・間 ジャンボ遠隔化システム

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　B1 【削孔】・【遠隔操作】

B
削孔

1
遠隔操作

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

作業内容等
生産性
（作業人員）

従来

B1

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

20分超え40分以下

40分超え

20分以下
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P4

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

C1a-1

C1a-2

C1a-3

※表中の「C1a」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

熊谷組 爆薬の遠隔装填システム

カヤク・ジャパン SSS装填機を使用した遠隔装填システム

ジャペックス 爆薬遠隔装填システム「セーフチャージャー🄬」

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　C1a 【装填】・【坑内遠隔操作】・【紙巻爆薬】

C
装填

１
坑内
遠隔
装填

a
紙巻
爆薬

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

従来

C1a

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

10分超え20分以下

20分超え

10分以下
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P5

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

C1b-1

C1b-2

C1b-3

※表中の「C1b」は各開発者から申請された性能の範囲であり、最頻の性能を大きな枠で示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

カヤク・ジャパン ANFO装填機を使用した遠隔装填システム

ジャベックス 爆薬遠隔装填システム「ＡＮＦＯ装填機」

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

カヤク・ジャパン ランデックス装填機を使用した遠隔装填システム

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　C1b 【装填】・【坑内遠隔操作】・【粒状爆薬】

C
装填

１
坑内
遠隔
装填

b
粒状
爆薬

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

作業内容等
生産性
（作業人員）

従来

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

10分超え20分以下

20分超え

10分以下

C1b
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P6

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

C1c-1

C1c-2

※表中の「C1c」は各開発者から申請された性能の範囲である。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

戸田建設 バルクエマルション爆薬

鹿島建設 バルクエマルション爆薬装填

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　C1c 【装填】・【坑内遠隔操作】・【バルクエマルション】

C
装填

１
坑内
遠隔
装填

c
バルク
エマル
ション

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

10分超え20分以下

20分超え

10分以下

従来

C1c

※2ホースによる同時作業
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P7

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

C2-1

※表中の「C2」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

大林組・慶應義塾 力触覚技術を応用した自動火薬装填システム

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　C2 【装填】・【坑外遠隔操作】

C
装填

2
坑外遠隔装填

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

従来 C2

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

10分超え20分以下

20分超え

10分以下
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P8

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

D1-1

※表中の「D1」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

日油 無線電子雷管「ウインデット🄬Ⅱシステム」

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　D1 【結線】・【脚線無線化】

D
結線

１
脚線無線化

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

従来

10分超え20分以下

20分超え

10分以下
D1

※結線の省略
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P9

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

E1-1

E1-2

※表中の「E1」は各開発者から申請された性能の範囲である。

※表中の「従来」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

清水建設 発破後無人安全点検システム

西松建設 切羽掘削形状モニタリングシステム

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　E1 【発破終了確認】・【画像・スキャン】

E
発破終了確認

１
画像・スキャン

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

E1

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

従来

10分超え20分以下

20分超え30分以下

30分超え40分以下

10分以下
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P10

0人

作業時間の凡例

1～2人

3～6人

支援対象とする
主な発破作業

A
0m超え1m以下

B
1m超え2.5m以下

C
2.5m超え6m以下

D
6m超え

技術番号

F1-1

※表中の「F1（装薬）」「F1（結線）」は各開発者から申請された性能の範囲を示す。

※表中の「従来（装薬）」「従来（結線）」は従来技術の性能を示す。

※レーダーチャートは応募技術の最頻の性能を示す。

Orica Orica and Epiroc Avatel™

作業内容等
生産性
（作業人員）

カテゴリ
安全性

(鏡面からの離隔) ■遠隔化性能

開発者 技術名

「トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術」性能確認結果　F1【装薬・結線】・【統合型遠隔操作】

F
装薬・結線

１
統合型遠隔操作

■
自
動
化
・
省
人
化
性
能

F1

（装薬）

従来（装薬）

従来（結線）

F1（結線）
※結線の省略

装薬 結線

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

遠隔化

自動化・省人化 時間短縮

向上

低下

同等

10分超え20分以下

20分超え

10分以下
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第４章 更なる導入促進に向けた取組み 

 

４.１ 法令・基準類への対応 

 国土交通省等における道路トンネル工事においては、道路構造物の主に品質確保の観点からは、

道路トンネル技術基準および関係基準類の順守あるいは留意が求められ、工事中の安全の観点か

らは、労働安全衛生法の関係法令および関係基準類の順守等が求められる。また、トンネルの発

破掘削において火薬を使用する場合は、火薬取締法の関係法令および関係基準類の順守等が求め

られる。 

 自動化や遠隔化等の新たな技術の活用においては、これらの法令や関係基準類の改定や充実に

より、省人化や安全確保、効率化等の効果の更なる向上が図られる可能性がある。そこで、今回、

技術の応募者からの提案や委員会における有識者からの助言、現場実態等を踏まえ、それらの更

なる改善が図られる可能性がある法令や基準類についてとりまとめた。 

 技術の利用や活用促進にあたって、順守や配慮が必要になると考えられる法令・基準類を表-

4.1に整理している。また、技術を実用化する上で各開発者が順守や配慮が必要になると想定され

る法令・基準類を表-4.2に整理している。 

 

表-4.1 技術の利活用に関連する法令・基準類 

法令・基準類 所管等 概 要 求められる対応等 

火薬類取締法  経済産業省 火薬類の取り扱いに関する法律 ・対応が必要な条文抽出・確認 

消防法 総務省消防庁 危険物の取り扱い等に関する法律 ・危険物（爆薬中間体等）の輸送・
貯蔵に関する条文の抽出・確認 

切羽における肌落ち災
害防止対策ガイドライ
ン  

厚生労働省 労働安全衛生関係法令と相まって、肌落ち防止
対策を適切に実施することを目的としたもの。
事業者が講ずることが望ましい事項として「切
羽への立ち入りを原則として禁止」が明示され
ている。 

・遠隔化技術の例示 

道路トンネル技術基準
（構造編）・同解説 
 

日本道路協会 道 路 法 に 定 め る 道 路 を 山 岳 ト ン ネ ル 工 法
（NATM）で建設するときに適用する基準を開設
するもの。基準そのものは強制力が高い。 

・各技術の例示 

土木工事安全施工技術
指針  

国土交通省 土木工事における施工の安全を確保するため、
一般的な技術上の留意事項や施工上必要な措置
等を示したもの（「土木工事共通仕様書（案）」
の中の安全に関する項目を特化したイメージ）。
安全を確保するうえで順守すべき法律や工事を
進めるうえで守るべき事項が記載されている。 

・遠隔化技術の利用の例示 

道路トンネル安全施工
技術指針  

日本道路協会 土木工事安全施工技術指針を補完するととも
に、トンネル技術者の技術上の知識・判断基準の
一助を目的としたもの。 

・遠隔化技術の利用の例示 
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表-4.2 技術を実用化する上で各開発者が今後確認等を要すると想定する法令・基準類と内容、

ならびに国内での対応事例 

火薬類取締法 

条項 確認を要すると想定する内容（開発者意見） 国内での対応事例 

第7条 許可の基準 
第9条 製造施設及び製造方法 
第15条 完成検査 

火薬の移動式製造設備に該当する技術について 
・適合する構造・設備の認可が必要 

（バルクエマルション） 
・トンネル坑内での装薬機の使用について

認可を得た 

第30条 保安責任者及び副保
安責任者 

火薬の移動式製造設備に該当する技術について 
・「火薬類製造保安責任者」の有資格者にしか自動

装薬機Avatelの操作コンソール「LoadPlus」を
操作できない  

（バルクエマルション） 
・装薬時に「火薬類製造保安責任者」の有

資格者2名を切羽に配置することで製造
の許可を得た 

火薬類取締法施行規則 

条項 確認を要すると想定する内容（開発者意見） 国内での対応事例 

第51条1項 
火薬類を収納する容器は、木そ
の他電気不良導体で作った丈
夫な構造のものとし、内面には
鉄類を表さないこと。 

「内面に鉄類を表さないこと」の改正が望まれる   なし 

 

 法令・基準類への対応により実用化した直近の事例として「バルクエマルション爆薬」があげ

られる。バルクエマルションは、 

  輸送時は爆薬ではなく危険物である（国内で主に流通しているANFO爆薬や含水爆薬は爆

薬の状態で輸送される）。 

  装薬の段階でANE（爆薬中間体）と発泡剤を混合することで爆薬化される。 

  装薬時に爆薬化されることが爆薬の製造行為に相当するため、装薬には爆薬製造の有資

格者が常駐する必要がある。 

という特徴を有している（図-4.1参照）。このため近年まで日本国内のトンネルでは実用事例が

なかったが、2024年にバルクエマルションによるトンネル発破事例が公表された（本中間とりま

とめの技術No.C1c-1およびNo.C1c-2）。当該技術の実用化には有資格者の確保だけではなく、様々

な手続きを要しており、今後、他の技術を導入する際の参考となるようにバルクエマルションの

実用までの手続き上の課題等を以下にとりまとめる。 

  海外では主流の技術であっても、国内の現行法下で安全かつ有用であることを示す必要

がある。 

  既往の実績では、現場での実用までに数年にわたる手続きが必要である。これは、同様

の前例がないことに起因すると考えられる。バルクエマルションの普及のためには、手

続きの簡素化が求められる。 

  国内では現場でのバルクエマルションの利用には、製造責任者の資格保有者の立会を必

須とすることが求められているが、当該資格の取得は難易度が高く容易に取得すること
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ができない。今後、バルクエマルションの普及を促進するためには、トンネル施工への

適用に限定した資格制度の変更などが考えられる。 

  国内では、バルクエマルションの装薬時に爆薬製造の資格者2名の立会が求められている

が、昼夜施工を行う現場では常時2名の有資格者を現場へ配備することは困難である。バ

ルクエマルションの普及には、立会者に関する規制の緩和が求められる。 

 また、バルクエマルションの普及のためには、上記の手続き上の課題以外に以下についての対

整理・確認・対応が考えられる。 

  危険物の輸送・・・危険物の大容量輸送に関連する消防法への対応が必要である。 

  危険物の保管・・・現場内にANE等を保管するための保管庫の仕様の検討が必要である。 

  現場での製造となるため、品質・性能保証は材料を供給する側なのか、製造する側なの

かの整理・・・海外ならびに国内の先行事例では、現場での製造に関わる全員がメーカ

による講習を受講したうえで、メーカが品質・性能保証をしている。 

  移動式製造設備に対する整理・・・トンネルにおけるバルクエマルション爆薬の製造は

一時的かつ限定的な活動であるため、通常の製造で求められる資格等の緩和措置が求め

られる。 

  安全基準のガイドライン化・・・現場製造に特化した安全基準やガイドラインを策定す

ることで、関係者が遵守すべき項目が明確化され、業界の共通ルールとして円滑な運用

に寄与できる。 

 

 

図-4.1 バルクエマルションの概要 
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４.２ 今後の展望 

 本中間とりまとめでは、トンネル発破作業における自動化・遠隔化技術を対象に技術情報の収

集とりまとめを行い、性能確認結果や技術カタログ等をとりまとめた。 

 今後、中間とりまとめを踏まえ、実用化された技術については、実工事現場での試行を通じ、

その効果や課題の検証を行い、本格導入や普及に向けた取組みが求められる。また、開発中の技

術については、本中間とりまとめを参考に、より効果的で効率的な技術開発を推進し、適宜、現

場での試行を通じてその実用性の検証を通じた改善が求められ、更にはこれらの技術情報を含め

た本中間とりまとめの充実が必要である。 

 また、今後は、ずり出し、吹付けコンクリート、ロックボルトなどの発破掘削以外の作業も対

象とし、トンネル施工全体を対象として、より大きな省人化や安全性の向上の効果が図られる自

動化・遠隔化技術の導入促進が求められる。 
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